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１．研究概要 

１）研究の背景 

・水産業は北海道の基幹産業の一つであり、漁村集落※はそれを支える拠点である。オホーツク海、太平

洋沿岸に比べ、日本海沿岸の漁業は資源減少等により衰退し、日本海沿岸漁村集落は人口減少・活力低

下などによる地域間格差が増大しており、衰退地域では存続が危ぶまれる状況となっている。 

・後志管内の市町村では、水産資源の減少、高齢化や後継者不足、漁業権制限、孤立立地など地理的要

因、単一経営などが、安定収入や人材確保を阻害している要因と考えられる。 

・しかし、課題は漁村集落ごとに異なり、相互に関連していると考えられるものの、日本海全体を俯瞰

した課題把握は行われておらず、課題の共通性･独自性や、課題相互の関連性は把握されていない。 

・北海道では、日本海対策として資源増大対策や未利用・低利用資源活用に取り組んでいるが、より効

果的な対策実施のため、地域特性や課題の共通性を関係者間で共有し、事業体制を検討する必要がある。 

・道総研では、農村集落に対して現状把握と将来予測手法を開発しているが、漁村集落の持続性につい

ては知見が蓄積されておらず、今後の研究展開へ向け持続性評価手法の構築が必要とされる。 

※漁村集落：漁業センサスにおける「漁業地区」を想定。なお、本研究では、漁村集落を有する市町村を調査単位とする。 

２）研究の目的 

・道内日本海沿岸漁村集落の現状把握と将来予測から持続性を評価し、持続に資する効果的な振興対策

について検討する。 
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部 主幹 8) 中央水産試験場 部長・博士（水産科学） 9) 中央水産試験場 主幹・博士（農学） 10) 北方建築総合研究所 研

究主幹・博士（工学） 11) 北方建築総合研究所 研究職員 
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２．研究内容 

１）日本海沿岸漁村集落の地域特性の把握（R2～3年度） 

・ねらい：日本海沿岸の全市町村について、地域特性と課題を把握するとともに、課題間の相互関連性

を分析し、持続性の観点から評価する。 

・試験項目等：①地理的属性、②団体属性、③生活機能、④過去の日本海振興対策事業の実施状況等を

日本海沿岸地域の市町村や漁業協同組合等の関係団体を対象に資料調査や現地ヒアリングで把握 

２）日本海沿岸漁村集落の将来予測（R3～4年度） 

・ねらい：日本海沿岸の市町村・漁村集落における今後（10 年後）の人口動向や漁業経営の見通し、集

落経営コスト（主に上下水道・道路インフラ維持管理コスト）等を予測し持続可能性を評価する。 

・試験項目等：研究項目１）に示す試験項目に対応して実施 

３）漁村集落の持続に必要な対策の検討（R2～4年度） 

・ねらい：１）及び２）に基づき、市町村別に集落の持続性を評価する指標、必要な対策及び実施体制

構築等のロードマップを提案するとともに、研究の取り組み方向を検討する。 

・試験項目等：持続性評価指標の検討、市町村別対策とロードマップの検討、研究の取組み方向の検討 

３．研究成果 

１）日本海沿岸漁村集落の地域特性の把握（R2～3年度） 

・日本海沿岸市町村について、持続性に影響すると考えられる立地特性を示す①共同漁業権面積、②付

加価値化ポテンシャル、③観光ポテンシャル、④販売ポテンシャル、⑤労働力ポテンシャル、⑥H30

漁獲額によりクラスター分析を行った結果、市町村は７分類に分かれ、図 1 に示す特徴（A～G）によ

り説明できることが明らかとなった。指標値の計算式(労働力ポテンシャルの例)は以下のとおり。 

      Fi：i 自治体の労働力ポテンシャル R：i 自治体と j 自治体の市町村役場間距離 P：従事従業員数 λ=1 

・分類した市町村に対するヒアリング及び資料調査から漁村運営の課題を抽出した。海域、労働力、販

売、付加価値化、観光等の地域特性に応じた課題と、生活環境維持に関する課題が把握された。 

２）日本海沿岸漁村集落の将来予測（R3～4年度） 

・1）の結果を踏まえ、持続性を検討する指標として漁業人口、漁獲収入の将来推計、将来インフラ負担

の推計（図 2）を行った。人口小規模町村では漁業者人口の減少は漁獲金額への影響はわずかだが、漁

家一軒当たりの負担増が想定され、効率的な操業の必要性が示された。水道管路延長は将来的に日本海

漁村で 1 人当たりの負担が大きくなる可能性が見いだされた。 

３）漁村集落の持続に必要な対策の検討（R2～4年度） 

・漁村の持続的展開に向けた対策の枠組み（図 3）と、行政が主導し地域関係者とのコンソーシアムの中

で地域の現状把握、担い手創出と事業性評価により新産業を創出するプロセス（図 4）を示した。 
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図 1 クラスター分析による地域分類結果 

 

図 2 一人当たり水道管路延長の地域比較 
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４．今後の見通し 

１）成果の活用面と留意点 

・各自治体や漁協、漁家等が地域の特徴を理解し、水産業の収入安定確保、人材確保、地域経営の効率

化を図る対策検討に活用される。また、例示した協業化、養殖業、未利用資源活用、観光展開等対策は、

現在の漁業経営の構造転換を促すための参考資料となる。なお、適用場面においては地域資源や課題の

把握を詳細に行う必要がある。 

２）残された問題とその対応 

・研究開発と地域への伴走型支援を並行して行い、更なる対策手法の精緻化とプロセスの精査を図る必

要がある。 

 

 

図 3 漁村の持続に向けた対策の枠組み 
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1. はじめに 

1-1.日本海漁村を取りまく状況 

水産業は北海道の基幹産業の一つであり、漁村集

落※はそれを支える拠点である。オホーツク海、太平

洋沿岸に比べ、日本海沿岸の漁業は資源減少等によ

り衰退し、日本海沿岸漁村集落は人口減少・活力低

下などによる地域間格差が増大しており、衰退地域

では存続が危ぶまれる状況となっている。 

後志管内の市町村では、水産資源の減少、高齢化

や後継者不足、漁業権制限、孤立立地など地理的要

因、単一経営などを具体的な課題としてあげ、これ

らが安定収入や人材確保を阻害していると指摘して

いる。 

しかし、課題は漁村集落ごとに異なり、また、相

互に関連していると考えられるものの、日本海全体

を俯瞰した課題把握は行われておらず、課題の共通

性･独自性や、課題相互の関連性は把握されていない。 

北海道では、これまで日本海対策として資源増大

対策や未利用・低利用資源の活用等に取り組んでき

ているが、より効果的な事業実施のためには、地域

の特性や課題の共通性を関係者間で共有し、目標像

や事業体制を検討する必要がある。 

道総研では、農村集落に対して現状把握と将来予

測手法を開発しているが、漁村集落の持続性につい

ては知見が蓄積されておらず、今後の研究展開へ向

け持続性評価手法の構築が必要とされる。 

※漁村集落：漁業センサスにおける「漁業地区」を想定。なお、

本研究では、漁村集落を有する市町村を調査単位とする。 

 

1-2.研究の目的 

道内日本海沿岸漁村集落の現状把握と将来予測か

ら持続性を評価し、持続に資する効果的な振興対策

について検討することを目的とする。 

 

1-3.研究内容 

①日本海沿岸漁村集落の地域特性の把握 

日本海沿岸の全市町村について、地域特性と課題

を把握するとともに、課題間の相互関連性を分析し、

持続性の観点から評価する。 

試験項目等については、地理的属性、団体属性、

生活機能、過去の日本海振興対策事業の実施状況等

を日本海沿岸地域の市町村や漁業協同組合等の関係

団体を対象に、資料調査や現地ヒアリングなどで把

握する。 

 

②日本海沿岸漁村集落の将来予測 

日本海沿岸の市町村・漁村集落における今後（10

年後）の人口動向や漁業経営の見通し、集落経営コ

スト（主に上下水道・道路インフラ維持管理コスト）

等を予測し、持続可能性を評価する。 

試験項目は、前項①に対応して実施する。 

 

③漁村集落の持続に必要な対策の検討 

前項①②に基づき、市町村別に集落の持続性を評

価する指標、必要な対策及び実施体制構築等のロー

ドマップを提案するとともに、研究の取り組み方向

を検討する。 

 

1-4.研究の実施体制 

本研究は生活環境と産業創出にかかる横断的な取

り組みであることから、都市計画・地域計画（道総

研建築研究本部）、水産（資源管理、増養殖、加工）

（道総研水産研究本部）、地域経済（北海学園大学）

の各専門機関の連携により進める。また、より多様

な知見を得るため、データサイエンス部門において

熊本大学の協力を得た。 

さらには、本研究は水産政策に関わり、かつ施策

の主体が市町村、漁業協同組合等であることから、

これら関係者の意見を把握しながら進めていく必要

がある。このため、研究会議においては北海道水産

林務部に参画をいただくとともに、市町村や漁協等

との意見交換を密に行いながら検討を行った。 
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2. 漁村の現状分析 

2-1.立地特性の把握と分類 

（１）目的 

漁村地域は、地先の海域や市場からの距離、労働

力確保状況、水産加工場からの近接性など、地理的

有利、不利が現状に大きく影響すると考え、対策も

その特性により異なると想定される。また、これま

で水産振興対策で考えられてきたもののほか、観光

地からの近接性など新たなポテンシャルを見出し、

地域特性を生かしたすそ野の広い対策の検討が求め

られる。 

本項では、産業立地論の考え方に基づき沿岸市町

村の立地ポテンシャルの定量化を行うとともに、類

似した地域の分類を行った。 

 

（２）方法 

①ポテンシャル分析～重力モデルの活用 

ポテンシャル分析は、重力モデルを活用して行う。

評価項目及び算出方法は表 2-1 に示すとおりである。 

 

表 2-1 ポテンシャルの評価項目と評価手法 

評価項目 データ 取得方法・計算方法 

海域 共同漁業権面積

(2021.7 時点) 

共同漁業権は第１種、第２種があり、

第２種共同漁業権の海域範囲は第１

種の海域を含むことが一般的、さら

に第２種共同漁業権には単一の漁協

免許と複数とがある。今回は単有の

第２種共同漁業権の海域面積を活

用。なお、複数の市町村にまたがる漁

協があるため一部市町村の範囲と一

致しない 

市場ポテ

ンシャル 

一般社団法人北海

道市場協会「2020

年道内卸売市場取

扱実績総括表」 

 

𝑀=市場ポテンシャル 

R𝑖𝑗=𝑖自治体と𝑗自治体の役場間道路距離 

𝑆𝑗=𝑗自治体の産地市場の年間売上額 

労働力確

保ポテン

シャル 

平成 27 年国勢調

査 従業地・通学地

集計 

 

𝐹=労働力ポテンシャル 

R𝑖𝑗=𝑖自治体と𝑗自治体の役場間道路距離 

𝑃𝑗=𝑗自治体から沿岸へ働きに出ている従業

者数（沿岸自治体は居住地で働く従業員数） 

観光ポテ

ンシャル 

平成 30 年北海道

観光入込客調査 

 

𝑇=観光ポテンシャル 

R𝑖𝑗=𝑖自治体と𝑗自治体の役場間道路距離 

𝑉𝑗=𝑗自治体の年間観光入込客数  

付加価値

化ポテン

シャル 

食品速報 DB・道内

水産加工業者の年

間売上額 (2021.1

時点) 

 

𝑉=付加価値化ポテンシャル 

R𝑖𝑗=𝑖自治体と𝑗自治体の役場間道路距離 

𝐾𝑗=𝑗自治体の水産加工業の総売上  

道路距離 市町村役場間道路

距離 

ESRI arcGIS pro による計測､2021.3 時

点。なお、自市町村は 1km とした 

漁獲額 平成 30 年北海道

水産現勢 漁獲額 

旧市町村単位の漁獲額 

 

②クラスター分析 

クラスター分析は、①に示すポテンシャルの値を

用いた。各数値は標準化し､距離計算はユークリッド

距離､クラスター間距離測定はウォード法により算

出した。 

 

（３）結果 

①ポテンシャル分析 

各ポテンシャルの特徴を以下に示す。 

・海域の特徴：道北の海底地形は遠浅、砂浜域が多

く、積丹半島以南は急深・岩礁域となっている。

共同漁業権面積は、稚内、石狩市、松前町、函館

市などで広く、檜山地域などで面積が限られてい

る。（図 2-1） 

・販売ポテンシャルの特徴：消費地市場（中央卸売

市場及び地方卸売市場（消費地））が札幌市、函館

市にあり、消費地市場（地方卸売市場（産地市場、

消費地市場）は留萌市、増毛町、寿都町など限ら

れた地域にのみ存在する。（図 2-2） 

・労働力ポテンシャルの特徴：稚内、留萌、石狩、

小樽、函館など大きな都市は自市町村内で労働力

確保が可能。道北沿岸や積丹半島以南では従業員

確保が難しい状況にある。（図 2-3） 

・観光ポテンシャルの特徴：道北及び留萌地域にお

いては近くに観光地がない。道央は道内観光の主

要地（札幌、小樽、ニセコ、洞爺湖、登別温泉な

ど）に近接し、函館も入込客が多いことからポテ

ンシャルが高い。（図 2-4） 

・付加価値化ポテンシャルの特徴：水産加工業者は

稚内市、留萌市、札幌市、小樽市、函館市、森町

などに集積。留萌北部、積丹半島、檜山地域は加

工業者が少ない（図 2-5） 
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